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令和３年６月２５日 

 

特定商取引法違反の電話勧誘販売業者に対する業務停
止命令（６か月）及び指示について 

 
 
〇 消費者庁は、電気及びガスの小売供給を提供する東京電力エナジーパート

ナー株式会社（本店：東京都中央区）（以下「東電ＥＰ」といいます。）に

対し、令和３年６月２５日、特定商取引法第２３条第１項の規定に基づき、

令和３年６月２６日から同年１２月２５日までの６か月間、電話勧誘販売に

関する業務の一部（勧誘、申込受付及び契約締結）を停止するよう命じまし

た。 

〇 併せて、消費者庁は、東電ＥＰに対し、特定商取引法第２２条第１項の規

定に基づき、再発防止策を講ずるとともに、コンプライアンス体制を構築す

ることなどを指示しました。 

〇 なお、東電ＥＰは、別紙のとおり、不実告知及び事実不告知の違反行為を

していると認められるところ、特定商取引法第２４条の３では、役務提供事

業者が勧誘時に不実告知又は事実不告知をしたことにより、電話勧誘販売に

係る役務提供契約の申込み又は締結をした者が、当該告げられた内容が事実

であるとの誤認をし、又は、当該事実が存在しないとの誤認をし、それによ

って当該役務提供契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これ

を取り消すことができるという制度を設けています。 

東電ＥＰとの取引等についてご相談のある消費者におかれましては、消費

者ホットライン（局番なし１８８）その他の消費生活相談窓口までご相談く

ださい。 

※本件の勧誘手口の詳細については、別紙の「５ 勧誘事例」を参照。 

 

１ 処分対象事業者 

（１）名 称：東京電力エナジーパートナー株式会社 

（法人番号：８０１０００１１６６９３０） 

（２）代 表 者：代表取締役 秋本 展秀（あきもと のぶひで） 

（３）本店所在地：東京都中央区銀座八丁目１３番１号 銀座三井ビルディング

（登記上の本店所在地は、東京都千代田区内幸町一丁目１番３号） 

（４）資 本 金：１００億円 
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（５）設 立：平成２７年４月１日 

（６）取引類型：電話勧誘販売  

（７）提供役務：電気及びガスの小売供給 

 

２ 特定商取引法の規定に違反する行為 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）（特定商取引法

第１６条） 

（２）役務の対価についての不実告知（特定商取引法第２１条第１項第２号） 

（３）役務の対価についての事実不告知（特定商取引法第２１条第１項第２号、

同条第２項） 

 

３ 消費者庁がした行政処分の詳細 

別紙のとおりです。 
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【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁と共に特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承

ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話

を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室  電話 ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部のＩＰ電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

http://www.kokusen.go.jp/map/index.html 
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（別紙） 

 

東京電力エナジーパートナー株式会社に対する行政処分の概要 

 

１ 事業概要 

  東京電力エナジーパートナー株式会社（以下「東電ＥＰ」という。）は、

勧誘行為の実施を委託する事業者（再委託や再々委託などにより業務委託事

業者が更に業務の実施を委託する事業者を全て含む。以下「委託先事業者」

という。）をして、消費者に電話をかけ、当該電話において、電気の小売供

給を有償で提供する契約（以下「本件電気小売供給契約」という。）若しく

はガスの小売供給を有償で提供する契約（以下「本件ガス小売供給契約」と

いう。）又はその両方の締結について勧誘を行い、当該消費者と本件電気小

売供給契約若しくは本件ガス小売供給契約又はその両方を電話により締結さ

せていることから、東電ＥＰは、特定商取引に関する法律（以下「特定商取

引法」という。）第２条第３項に規定する電話勧誘販売（以下「電話勧誘販

売」という。）を行っている。 

なお、東電ＥＰは、最初に電話をした際に契約締結の意思を示した消費者

に、再度別の担当者から電話をかけて契約締結の意思を改めて確認の上契約

を締結するという方法により、２回の電話において一連の電話勧誘行為をし

ている場合がある。 

 

２ 処分の内容 

（１）業務停止命令 

東電ＥＰは、令和３年６月２６日から同年１２月２５日までの間、電話

勧誘販売に関する業務のうち、次の業務を停止すること。 

ア 東電ＥＰが行う電話勧誘販売に関する役務提供契約の締結について勧

誘すること。 

イ 東電ＥＰが行う電話勧誘販売に関する役務提供契約の申込みを受ける

こと。 

ウ 東電ＥＰが行う電話勧誘販売に関する役務提供契約を締結すること。 

 

（２）指示 

ア 東電ＥＰは、特定商取引法第１６条に規定する勧誘目的等の明示義務

に違反する行為（勧誘目的不明示）、同法第２１条第１項の規定により

禁止される役務の対価につき不実のことを告げる行為、及び同条第２項

の規定により禁止される役務の対価につき故意に事実を告げない行為を
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している。かかる行為は、特定商取引法に違反するものであることから、

今回の違反行為の発生原因について、調査分析の上検証し、当該違反行

為の再発防止策及び社内のコンプライアンス体制を構築して、これを東

電ＥＰの役員、従業員及び委託先事業者に、前記（１）の業務停止命令

に係る業務を再開するまでに周知徹底すること。 

イ 東電ＥＰは、電話勧誘販売により、本件電気小売供給契約若しくは本

件ガス小売供給契約又はその両方を締結しているものであるところ、従

前東電ＥＰ（東電ＥＰ設立前の東京電力株式会社も含む。）と電気小売

供給契約を締結していたことのある相手方で、平成３１年４月１日から

令和３年６月２５日までの間に、電話勧誘販売により、東電ＥＰとの間

で本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約を改めて締結した全

ての相手方（以下「契約の相手方」という。）に対し、以下の事項を、

消費者庁のウェブサイト（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｃａａ．ｇｏ．ｊ

ｐ／）に掲載する、東電ＥＰに対して前記（１）の業務停止命令及び本

指示をした旨を公表する公表資料を添付して、令和３年９月２７日まで

に文書により通知し、同日までにその通知結果について消費者庁長官宛

てに文書（通知したことを証明するに足りる証票及び通知書面を添付す

ること。）により報告すること。なお、令和３年７月９日までに、契約

の相手方に発送する予定の通知文書の記載内容及び同封書類一式をあら

かじめ消費者庁長官宛てに文書により報告し承認を得ること。 

（ア）前記（１）の業務停止命令の内容 

（イ）本指示の内容 

（ウ）東電ＥＰは、遅くとも令和元年１１月以降、電話勧誘販売に係る本

件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の締結について勧誘を

するに際し、実際には、両契約をまとめて東電ＥＰと締結しても、そ

の電気料金は、消費者が契約中のある特定の事業者（※１）の電気料

金と比較して、一律に年間１，２００円程度安くなる事実はないにも

かかわらず、「年間１，２２４円の割引を付けられるんですね。」、

「従来プランと比べて、毎年１，２００円お安くすることができます。」

などと、あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本件ガス小

売供給契約の両方をまとめて締結すれば、その電気料金が消費者が契

約中の当該特定の事業者（※１）の電気料金と比較して一律に年間１，

２００円程度安くなるかのように告げている。 

（エ）東電ＥＰは、遅くとも平成３１年４月以降、電話勧誘販売に係る本

件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の締結について勧誘を

するに際し、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷｈを超えると、
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東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の方が、

消費者が契約中のある特定の事業者（※１）の料金プランの電気及び

ガスの当該月の料金の総額よりも高くなることが一般的に起こるにも

かかわらず、「弊社では電気とガスの両方ともお安くご利用いただけ

るようになったので、」、「○○様が私共の東京電力に戻ることでで

すね、電気もガスも両方ともお安くなりまして。」、「今回お切替い

ただくことによってお得にお使いいただけるお客様でございます。」、

「電気とガスのお得なセットプランのお切替のご提案で」などと、本

件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約をまとめて東電ＥＰと

締結すると、電気及びガスの料金の総額が、消費者が契約中の当該特

定の事業者（※１）の電気及びガスの料金の総額よりも安くなる旨を

強調して告げるのみで、故意に当該事実を告げていない。 

 

※１ 実際には、該当する具体的な事業者名を記載するよう指示して

いる。 

 

３ 処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第２２条第１項及び第２３条第１項 

 

４ 処分の原因となる事実 

消費者庁は、東電ＥＰにおいて、以下のとおり、特定商取引法に違反する

行為をしており、電話勧誘販売に係る取引の公正及び役務の提供を受ける者

の利益が著しく害されるおそれがあると認定した。 

 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）（特定商取引法

第１６条） 

   東電ＥＰは、遅くとも平成３０年６月以降、東電ＥＰと電気小売供給契

約を締結中の相手方に対し、本件ガス小売供給契約の締結について電話勧

誘販売をしようとするとき、その勧誘に先立って、その相手方に対し、「現

在ですね、○○様の東京電力のご契約ですが、割引のないプランとなって

おりますので、お高い可能性がございますので、お安いプランへの切替を

ご案内させていただきました。」、「ご契約いただいております料金プランに

ついてご連絡をいたしました。」などとあたかも契約中の電気小売供給契約

についての連絡事項の伝達のために電話したかのように告げるのみで、そ

の電話が本件ガス小売供給契約の締結について勧誘をするためのものであ

ることを告げていない。 
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（２）役務の対価についての不実告知（特定商取引法第２１条第１項第２号）（※

２） 

東電ＥＰは、遅くとも令和元年１１月以降、電話勧誘販売に係る本件電

気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の締結について勧誘をするに際

し、実際には、両契約をまとめて東電ＥＰと締結しても、その電気料金は、

消費者が契約中のある特定の事業者の電気料金と比較して、一律に年間１，

２００円程度安くなる事実はないにもかかわらず、「年間１，２２４円の割

引を付けられるんですね。」、「従来プランと比べて、毎年１，２００円お安

くすることができます。」などと、あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供給

契約及び本件ガス小売供給契約の両方をまとめて締結すれば、その電気料

金は、消費者が契約中の当該特定の事業者の電気料金と比較して、一律に

年間１，２００円程度安くなるかのように告げている。 

 

（３）役務の対価についての事実不告知（特定商取引法第２１条第１項第２号、

同条第２項）（※２）（※３） 

東電ＥＰは、遅くとも平成３１年４月以降、電話勧誘販売に係る本件電

気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の締結について勧誘をするに際

し、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷｈを超えると、東電ＥＰの料

金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の方が、消費者が契約中のあ

る特定の事業者の料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額よりも

高くなることが一般的に起こるにもかかわらず、「弊社では電気とガスの両

方ともお安くご利用いただけるようになったので、」、「○○様が私共の東京

電力に戻ることでですね、電気もガスも両方ともお安くなりまして。」、「今

回お切替いただくことによってお得にお使いいただけるお客様でございま

す。」、「電気とガスのお得なセットプランのお切替のご提案で。」などと、本

件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約をまとめて東電ＥＰと締結

すると、電気及びガスの料金の総額が、消費者が契約中の当該特定の事業者

の電気及びガスの料金の総額よりも安くなる旨を強調して告げるのみで、故

意に当該事実を告げていない。 

 

※２ 上記（２）及び（３）の違反事実は、少なくとも、従前東電ＥＰ（東

電ＥＰ設立前の東京電力株式会社も含む。）と電気小売供給契約を締結し

ていたことのある相手方で、勧誘時には他の事業者と電気及びガスの小

売供給契約を締結している者に対して、東電ＥＰと本件電気小売供給契

約及び本件ガス小売供給契約を締結することについて勧誘をする際に認
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められるものである。 

※３ 上記（３）の違反事実は、少なくともある特定の事業者の電気及びガ

スの料金プランとの比較において認められるものである。 

 

５ 勧誘事例 

【事例１】（勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＹの担当者Ｚは、平成３０年６月、消費者Ａ

に電話をかけ、Ａに対し、「いつも、東京電力にて、電気のご利用ありがとう

ございます。本日は、△△（具体的な地域の名称を告げている。）にてご契約

いただいております料金プランについてご連絡をいたしました。」と、あたか

もＡが契約中の電気小売供給契約における料金プランについての連絡のため

に電話したかのように説明した上で、本件ガス小売供給契約の締結について勧

誘をするための電話であることを告げずに、「ただいま、お時間をいただいて

よろしいでしょうか。」、「２，３分でございます。」と告げ、説明を続けて

よいか確認してＡにこれを承諾させると、おもむろに、「昨年より、東京電力

でもガスをご利用いただけるようになりまして、電気とガスのお支払いを一緒

にしていただきますことで月々のお支払が大変お安くなりますので、皆様にご

紹介をさせていただいております。ちなみに○○様（具体的な氏を告げている。

以下同じ。）のご自宅では、●●●●（上記４（２）及び（３）における「あ

る特定の事業者」の名称。以下同じ。）様お使いでいらっしゃいますでしょう

か。」などと告げて、本件ガス小売供給契約の締結についての勧誘を開始した。 

 

【事例２】（勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＷの担当者Ｘは、令和２年１月、消費者Ｂに

電話をかけ、Ｂに対し、「いつも東京電力をご利用、ありがとうございます。」、

「本日はお電話を差し上げたのは、○○様電気のご契約プランでございます

が」、「あの、従量電灯Ｂということでですね」、「長い間、電気、テレビと

か冷蔵庫とかエアコン使ってもらってるんですが」、「昔からの契約でござい

ますのでまったく割引がないんですよ。」、「したがって毎月の電気料金がこ

のままですと高い可能性があるお客様でございましたので」、「まあ、年も改

まったんですが、新しいお安いプランができましたのでそちらへのお切替を皆

様に随時ご提案をお願いをしております。」と、あたかもＢが契約中の電気小

売供給契約における新料金プランについての連絡のために電話したかのよう

に説明した上で、本件ガス小売供給契約の締結について勧誘をするための電話

であることを告げずに、「ちなみに○○様、あのえー、ご自宅のガスは●●●

●さんご利用でしたでしょうか。」とガスの話を始め、ガス式の床暖房の利用
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はないことを確認した後、おもむろに、「よかったんですよ、それであれば電

気とガスをご請求をまとめいただくだけで今まで割引とかサービスとかポイ

ント、なにもなかったんですけども」、「今度は電気ガスそれぞれに割引をお

つけすることができるようになります。」などと告げて、本件ガス小売供給契

約の締結についての勧誘を開始した。 

 

【事例３】（勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的不明示）） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＷの担当者Ｖは、令和２年４月、消費者Ｃに

電話をかけ、Ｃに対し、「いつも東京電力ご利用いただきまして誠にありがと

うございます。あの、現在ですね、○○様の東京電力のご契約ですが、割引の

ないプランとなっておりますので、お高い可能性がございますので、お安いプ

ランへの切替をご案内させていただきました。」と、あたかもＣが契約中の電

気小売供給契約における新料金プランについての連絡のために電話したかの

ように説明した上で、本件ガス小売供給契約の締結について勧誘をするための

電話であることを告げずに、「東京電力とあの、●●●●をお使いのお客様に

大変あの割引対象でございますが、あの○○様のご自宅は●●●●をお使いで

ございますか。」とガスの話を始め、ガス式の床暖房の利用はないことを確認

した後、おもむろに、「割引対象のお客様でございます、はい。で、どのくら

いお安くなるかというご案内だけでもと思うんですが」、「あの、初年度です

ね、まずあのβ（上記４（２）及び（３）の「ある特定の事業者」における、

標準家庭向けのガス料金プラン。以下同じ。）のお客様でしたら、ガス代がな

んと８％もお安くさせていただきます。」などと告げて、本件ガス小売供給契

約の締結についての勧誘を開始した。 

 

【事例４】（役務の対価についての不実告知及び事実不告知） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＷの担当者Ｕは、令和元年１１月、消費者Ｄ

に電話をかけ、Ｄに対し、「今回は、電気とガスのお話でして、○○様も去年

の１１月頃ですね、東京電力から、電気とガスは●●●●さんにお切り替えさ

れていらっしゃいますか。」、「私共の東京電力に戻ることで、電気もガスも、

両方ともお安くなるお客様が非常に多くいらっしゃいましたので、○○様のご

自宅に、毎月、●●●●さんから、電気とガスの明細が、１枚で届いているか

とは思うんですけれども」と告げた後、Ｄをして、Ｄが保管する、Ｄが契約中

のある特定の事業者との契約に関する書類により、Ｄの電気及びガスの小売供

給契約の締結先が当該特定の事業者であり、その契約中の料金プランが、電気

についてはα（上記４（２）及び（３）の「ある特定の事業者」における、標

準家庭向けの電気料金プラン。以下同じ。）、ガスについてはβであることを
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確認させると、続けて「現在ですね、全く、ガス代に対してですね、割引がな

いまま、１年以上ご利用のプランで」、「○○様が私共の東京電力に戻ること

でですね、電気もガスも両方ともお安くなりまして。」、「最初の１年間は、

ガス代に対して、約８％の割引も入りますし、２年目以降もですね、ずーっと

約３％の割引が入ります。あとあの、電気代も年間で１，２００円、お得にご

利用いただけます。」と、あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本

件ガス小売供給契約の両方をまとめて締結すれば、その電気料金が消費者が契

約中の当該特定の事業者の電気料金と比較して一律に年間１，２００円程度安

くなるかのように告げた。 

また、２回目に電話した担当者Ｔも、Ｄに対し、「お申込みいただきました

プランは、新しい料金プラン、スタンダードＳと、とくとくガスのセットプラ

ンとなります。」、「今後は、電気もガスも、東京電力の契約に切り替わりま

す。○○様のガス料金は、初年度約８％、２年目以降は約３％、電気は年間１，

２２４円、お得にご利用いただけますので、よろしくお願いいたします。」と、

あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の両方

をまとめて締結すれば、その電気料金が消費者が契約中の当該特定の事業者の

電気料金と比較して一律に年間１，２００円程度安くなるかのように告げた。 

そして、Ｕ及びＴは、以上のように、Ｄに対し、本件電気小売供給契約及び

本件ガス小売供給契約の両方をまとめて東電ＥＰと締結すると、電気及びガス

料金の総額が、Ｄが契約中の当該特定の事業者の電気及びガスの料金の総額よ

りも安くなる旨を強調して告げたのみで、実際には、電気の月間使用量が３０

０ｋＷｈを超えると、東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の

総額の方が、消費者が契約中の当該特定の事業者の料金プランの電気及びガス

の当該月の料金の総額よりも高くなることが一般的に起こることを告げなか

った。 

 

【事例５】（役務の対価についての不実告知及び事実不告知） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＷの担当者Ｓは、令和２年１月、消費者Ｅに

電話をかけ、Ｅに対し、「本日ですね、電気とガスのセットプランのご提案で

ご連絡をさせていただきました。」、「●●●●でおまとめされてるお客様の

中で」、「ガスの代金が、割引が付いていないかたがいらっしゃったので」、

「東京電力に、あの、まあ電気とガスを一緒にあのおまとめいただくと」、「電

気もガスも割引を付けられるという、あの、可能性がございますので」、「ち

ょっと確認をさせていただいて、どれくらいお得になるかっていうのが分かる

んですね。」と告げた後、Ｅをして、Ｅが保管する、Ｅが契約中のある特定の

事業者との契約に関する書類により、Ｅの電気及びガスの小売供給契約の締結
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先が当該特定の事業者であること、その契約中の料金プランが、電気について

はα、ガスについてはβであることを確認させると、続けて、「でしたら今β

の、あの契約でしたら、今あの●●●●のほうから、あの、割引が全く付いて

ないものになるので」、「東京電力に電気とガスをまとめていただくと、あの、

まあ使う使わない関係なく、今の料金から最初の１年間ガスの料金が８％の割

引になります。」、「２年目以降からも３％の割引がずっと続きますので。」

とガス料金が現在よりも安くなることを告げ、さらに、Ｅをして、Ｅが保管す

る、Ｅが契約中の当該特定の事業者との契約に関する書類により、Ｅが現に支

払っている当該特定の事業者の月の電気料金を確認させると、「実はですね、

先ほどお伝えしたあの、電気の料金をですね、今回、あの、東京電力でおまと

めていただくと、あの、年間１，２２４円の割引を付けられるんですね。」と、

あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の両方

をまとめて締結すれば、その電気料金が消費者が契約中の当該特定の事業者の

電気料金と比較して一律に年間１，２００円程度安くなるかのように告げた。 

そして、途中で電話を代わった別の担当者Ｒも、Ｅに対し、「今回お切替い

ただくことによってお得にお使いいただけるお客様でございます。」、「今後

は電気もガスも東京電力の契約に切り替わりまして、○○様は、ガスは基本料

金と従量料金がそれぞれ●●●●のβ、今○○様がお支払いになっていらっし

ゃるガス料金でございますね、こちらで比べまして約３％とお得にずーっとご

利用いただけます。」、「さらに初年度は１２か月間、スタート割といたしま

して約５％の割引が上乗せとなりますので、合計で約８％お得にご利用いただ

けます。」、「電気もご利用の間中、年間１，２２４円お得にご利用いただけ

ますのでよろしくお願いいたします。」と、あたかも、東電ＥＰと本件電気小

売供給契約及び本件ガス小売供給契約の両方をまとめて締結すれば、その電気

料金が消費者が契約中の当該特定の事業者の電気料金と比較して、一律に年間

１，２００円程度安くなるかのように告げた。 

Ｓ及びＲは、以上のように、Ｅに対し、本件電気小売供給契約及び本件ガス

小売供給契約の両方をまとめて東電ＥＰと締結すると、電気及びガスの料金の

総額が、Ｅが契約中の当該特定の事業者の電気及びガスの料金の総額よりも安

くなる旨を強調して告げたのみで、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷ

ｈを超えると、東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の

方が、消費者が契約中の当該特定の事業者の料金プランの電気及びガスの当該

月の料金の総額よりも高くなることが一般的に起こることを告げなかった。 

 

【事例６】（役務の対価についての不実告知及び事実不告知） 



 

12 

 

 

東電ＥＰの委託先事業者であるＰの担当者Ｑは、令和２年２月、消費者Ｆに

電話をかけ、Ｆに対し、「本日は、電気とガスのお得なセットプランのご提案

でお電話いたしました。」と告げ、Ｆの電気及びガスの小売供給契約の締結先

がある特定の事業者であることを確認の上、「●●●●でおまとめの皆様にお

話をお伺いしますと、今のプランは電気だけの割引で、ガスに割引付いてない

と聞くんですね。で、弊社では電気とガスの両方ともお安くご利用いただける

ようになったので、ご連絡なんです。」、「私共でもその後、ガスの自由化に

より割引が出来るようになっておりまして、よりですね、お安くお使いいただ

けるかと思うんです。で、このお安くなる対象のお客様かどうかというのが、

ガスの検針票あれば分かるんですけれども、お近くにございますでしょうか。」

と告げた後、Ｆをして、Ｆが保管する、Ｆが契約中の当該特定の事業者との契

約に関する書類により、Ｆが契約中のガスの料金プランがβであることを確認

させると、「私共にお切替いただくと、ガス料金が最初の１年目、毎月約８パ

ーセントも今よりお安くなりまして、２年目以降もずーっと、約３パーセント

お安いのが続きます。」と告げ、さらに、Ｆをして、Ｆが保管する、Ｆが契約

中の当該特定の事業者との契約に関する書類により、Ｆが契約中の電気の料金

プランがαであることを確認させると、続けて「でしたら電気も従来プランと

比べ、毎年１,２００円ほど、お安くご利用いただけます。」と、あたかも、

東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の両方をまとめ

て締結すれば、その電気料金が消費者が契約中の当該特定の事業者の電気料金

と比較して一律に年間１，２００円程度安くなるかのように告げた。また、Ｑ

は、Ｆに対し、「一般的な使用量のお客様でしたら、年５、６,０００円もお

安くなってまいります。」などとも告げた。 

また、２回目に電話した担当者Ｏは、Ｆが当該特定の事業者と契約中の電気

及びガスの小売供給契約の料金プランを再度確認した上で、Ｆに対し、「●●

●●の基本料金と従量料金から、原料費調整額を除いた基準単位料金が、それ

ぞれ約３パーセントお安くなる点で、それ以外の変更はございません。」、「ス

タート割として１年間は、更に約５パーセント、お安くご利用いただけます。」

などと料金が安くなる旨を告げた。 

Ｑ及びＯは、以上のように、本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契

約の両方をまとめて東電ＥＰと締結すると、電気及びガス料金の総額が、Ｆが

契約中の当該特定の事業者の電気及びガスの料金の総額よりも安くなる旨を

強調して告げたのみで、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷｈを超える

と、東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の方が、消費

者が契約中の当該特定の事業者の料金プランの電気及びガスの当該月の料金

の総額よりも高くなることが一般的に起こることを告げなかった。 
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【事例７】（役務の対価についての不実告知及び事実不告知） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＰの担当者Ｎは、令和２年４月、消費者Ｇに

電話をかけ、Ｇに対し、「電気とガスのお得なセットプランのお切替のご提案

で」と告げた後、Ｇをして、Ｇが保管する、Ｇが契約中のある特定の事業者と

の契約に関する書類により、Ｇが当該特定の事業者との間で契約している電気

及びガスの小売供給契約の料金プランが、電気についてはα、ガスについては

βであることを確認させると、続けて「あ、であれば問題なくですね、もしも

●●●●さんのほうにこだわり等がなければ、こちらの東京電力のほうで単純

にガスの割引のほう、あの、問題なく付けられるかたでございまして。」、「ま

ずあのガス料金のほうからですね、最初の１年間、毎月約８％、割引をお付け

ることができます。」、「２年目以降もご解約されるまで、ずーっと３％お安

くご利用いただけまして、例えば、ガスに関しまして、今現状ですね、例えば

５，０００円だとしますよね。その月が５，０００円だとすると、８％なので、

概算でだいたい４００円ほど安くなるというプラン。」、「で、ご安心いただ

きたいんですけど、電気に関しましても、従来プランと比べて、毎年１，２０

０円お安くすることができます。」と、あたかも、東電ＥＰと本件電気小売供

給契約及び本件ガス小売供給契約の両方をまとめて締結すれば、その電気料金

が消費者が契約中の当該特定の事業者の電気料金と比較して、一律に年間１，

２００円程度安くなるかのように告げた。 

また、その後に電話した担当者Ｍも、Ｇに対し、「私共のほうでも電気とガ

スおまとめいただいたことによるセット割というのをご用意しておりまして、

その金額が電気代のほうから月々１０２円割引になります。」と、あたかも、

東電ＥＰと本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契約の両方をまとめ

て締結すれば、その電気料金が消費者が契約中の当該特定の事業者の電気料金

と比較して一律に年間１，２００円程度安くなるかのように告げ、また、「弊

社の方では、ガスのほうが割引が大きくなっておりまして」、「最初の１年目

ですね、今確認したところ、ガスがβだったので、最初の１年目は約８％お安

くなって」、「それ以降の年間は約３％ガス代は今よりもお安くなってます。」

などと告げた。 

Ｎ及びＭは、以上のように、本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契

約の両方をまとめて東電ＥＰと締結すると、電気及びガス料金の総額が、Ｇが

契約中の当該特定の事業者の電気及びガスの料金の総額よりも安くなる旨を

強調して告げたのみで、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷｈを超える

と、東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の方が、消費

者が契約中の当該特定の事業者の料金プランの電気及びガスの当該月の料金



 

14 

 

 

の総額よりも高くなることが一般的に起こることを告げなかった。 

 

【事例８】（役務の対価についての事実不告知） 

東電ＥＰの委託先事業者であるＫの担当者Ｌは、平成３１年４月、消費者Ｈ

に電話をかけ、Ｈに対し、「現在、東京電力のガス料金１２か月間５％できる

スタート割りをご案内しておりまして、○○様のところでも、お使い頂いてい

た方ですので、お電話で簡単にお安くなる方であれば、お切替えが出来るんで

すが」と告げた後、Ｈをして、Ｈが保管する、Ｈが契約中のある特定の事業者

との契約に関する書類により、Ｈが当該特定の事業者との間で契約している電

気及びガスの小売供給契約の料金プランが、電気についてはα、ガスについて

はβであることを確認させた上で、「であれば、やはりガスに全く割引入って

ない方でしたので、電気も以前とご使用量変わらなければ、平均しまして弊社

の方が単価お安くなる月がほとんどですのと、あとガスの方ですね、今後、β

の方、東京電力でおまとめ頂くことで、ずーっと３％お安くなります。さらに

今回最初の１年間、スタート割をご案内しておりますので、プラス５％追加の

８％。ですので、例えばこの月の１年目の料金ですと、５０８円ほど、ガスだ

けで、今月分だけで浮いてきますね。」、「電気がスタンダードプラン、新プ

ランなんですが、基本料金、以前までご契約頂いていた従量電灯Ｂとの金額の

変更はございませんが、計算方法の違い、ご使用量に応じた単価の２段階目が

２６円から２５円９８銭へ若干下がっておりますのと、セット割引として、

月々１００円、年間１，２００円ずっと割引が入るのと、ガスの方、全く今入

っていないβの方でしたので、今後ずっと３％ガスが今よりお安くなるのと、

さらに今回キャンペーン特典として、初年度プラス５％の合わせて８％お安く

なりますのと。」などと告げた。 

また、２回目に電話した担当者Ｊも、Ｈに対し、電気料金について、「基本

料金は、以前ご利用いただいていた従量電灯とは変更ないのですが、使用量に

対する２段階目が２６円から２５．９８円になったことと、電気とガス、セッ

トにして頂くことで、月額１００円、年間で１，２００円の割引が入ります。」

などと告げ、ガス料金について、「ガスのプランに関してなんですが、現状が

●●●●のβご利用ですと、割引きがずっと３％、初年度はさらに５％入りま

す。」などと告げた。 

Ｌ及びＪは、以上のように、本件電気小売供給契約及び本件ガス小売供給契

約の両方をまとめて東電ＥＰと締結すると、電気及びガス料金の総額が、Ｈが

契約中の当該特定の事業者の電気及びガスの料金の総額よりも安くなる旨を

強調して告げたのみで、実際には、電気の月間使用量が３００ｋＷｈを超える

と、東電ＥＰの料金プランの電気及びガスの当該月の料金の総額の方が、消費
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者が契約中の当該特定の事業者の料金プランの電気及びガスの当該月の料金

の総額よりも高くなることが一般的に起こることを告げなかった。 

 


